
―お店の創業は。 
　昭和６年、東京の自転車店などで修

行を積んでいた私の父親である先代が、

故郷の盛岡に戻って店を構えたのが始

まりです。ただ開業１年もたたないうちに

戦争で召集されて休業しましたので、

本来の意味での創業というと、商売を

再開した終戦後の昭和21年12月という

ことになるでしょうね。   

　当時、私は旧制中学に入学したばか

りでしたが、学業の合間には父の手伝

いをしていました。最初のうちは見よう

見まねでしたが、高校を卒業する頃まで

には一通りの技術を習得しましたし、東

京の大学に入ってからも、やはり休みに

は帰省して仕事を手伝っていました。そ

の頃から「いずれは家に戻らなければ

ならないだろう」という思いは、漠然とあ

りました。   

　私が大学を卒業するちょうどその年、

それまでうちで働いていたベテラン従業

員が独立をすることになり、いわばそれ

がきっかけで家業を継ぐ決意をしました。

昭和30年代の初め、朝鮮戦争後で日

本の景気が低迷していた頃のことです。 

   

―逆境の中での経営戦略は。 
　私が家業を継いだ当時、自転車とい

えば業者が配達に使うぐらいでしたが、

30年代半ばあたりからはサイクリングブー

ムの影響で軽量型の自転車が出始め

てきました。今でいう原動機付自転車も

ちょうどこの頃に登場したものなのです。

社会の変化とともに自転車の形態も利

用者も多様化していましたので、まずは

私が中心となってこれら最新の自転車

の導入を進めていったのです。と同時に、

個人的にも自転車に乗るようになりました。

やはり、お客様に商品を勧めるためには、

まず私自身が自転車のことをよく知らね

ばならないと思ったからです。 

　当店の基本方針は、プロショップとし

てまず安心して末永く使ってもらえるよう

な商品を提供すること。そして、お客様

に喜んでもらえる商品を選び、提案して

いくことです。それは、現在の主力商品

であるスポーツ車に限らず、一般の自転

車の品揃えにもいえることと思っています。  

 

―スポーツ車に力を入れているので
すね。 
　私自身、もともと他店にはないものに

挑戦しようという思いが人一倍強かった

ので、出始めからスポーツ車には注目し

ていました。 

　しかし、数多くある自転車の中でも、特

にスポーツサイクル系は流行の移り変わ

りが激しいのです。その動向を掴み、か

つ商品知識を増やすため、毎年、東京

で行われる国際自転車展には必ず足を

運んでいます。情報収集はもちろんです

が新規出展ブースもこまめに回り、その

場で取引のお願いをすることもあります。
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下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部改正について 

　親事業者と下請事業者との取引は、下請取引として「下請代金支払遅延等
防止法」（下請法）や「下請中小企業振興法」によって、親事業者（発注者）の義
務や禁止行為などルールが定められています。 
　これら法律の目的は、親事業者がルールを遵守することによって下請取
引をより公正なものにし、下請事業者の利益の保護を図ろうとするものです。 
　下請法が下請企業の利益の保護を図るため、親事業者に禁じている行為（概
要）は次のとおりです。 

　公正取引委員会及び中小企業庁では、定期的に下請取引の実態を調査し、これらに該当する行為が起きていない
かどうかをチェックしています。そして、親事業者がこれらに該当する行為をしているときは、その行為をやめさせ
るとともに、下請事業者が受けた不利益の回復措置を講じています。 

　下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律が、
平成15年6月18日に公布されました。なお、改正の主な内容は下記のとおりですが、
改正法についての詳細は、別途広報の場が設けられる予定になっています。 

　上記に関するもののほか、下請取引に関する相談等は下記の専門機関で受け付けていますので、お気軽にお問い合
わせください。 

公正取引委員会東北事務所 1022-225-7095 

東北経済産業局中小企業課 1022-263-1111（代） 

ご利用ください－DVDソフト無料貸出－ 
　当センターでは、下請取引の適正化を図るためのDVDソフト「下請代金支払遅延等防止法ケーススタディ～ほのぼの産業　下
請取引適正化プロジェクト～」を無料で貸し出しいたします。このソフトは、下請取引事例を盛り込んだドラマと法律の解説によ
り構成されており、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法について理解しやすい内容となっています。貸し出しを
ご希望される方は、取引支援課までお問い合わせください。 
 

下請代金支払遅延等防止法 
1　下請取引の対象範囲の追加（金型製造等） 
2　書面の交付に係る交付時期の規定整備 
3　親事業者の遵守事項の追加 
4　違反行為に対する措置の強化 
5　罰金の上限額の引き上げ　 

下請中小企業振興法 
1　振興の対象をサービス業等の下請中小企業に拡大 
2　振興事業計画作成に係る業種指定の撤廃、任意グルー
プの追加 

3　売掛金債権担保保険の特例の導入 
4　罰則の強化 

受領拒否の禁止 
　親事業者は、下請事業者に責任がな
いのに、いったん注文した物品の受領
を拒んではいけません。 
 
支払遅延の禁止 
　親事業者は、下請代金を物品の受領
後60日以内に支払わなければいけま
せん。 
 
下請代金の減額の禁止 
　親事業者は、下請事業者に責任がな
いのに、あらかじめ決めた下請代金を
支払時に減額してはいけません。 
 
返品の禁止 
　親事業者は、下請事業者に責任がな
いのに、受領した物品を返品してはい

けません。 
 
買いたたきの禁止 
　親事業者は、著しく低い下請代金を
不当に定めてはいけません。  
 
購入強制の禁止 
　親事業者は、製品を均質にするため
原材料や工具・備品等を自己から購入
させる場合を除いて、自己の指定する
物の購入を強制してはいけません。 
 

有償支給原材料等の対価の 
早期決済の禁止 
　親事業者は、有償支給した原材料等
の対価を下請代金の支払期日より早
い時期に支払わせてはいけません。 
 
割引困難な手形の交付の禁止 
　親事業者は、下請代金を一般の金融
機関で割り引くことが困難な長期手
形により支払ってはいけません。 
 
報復措置の禁止 
　親事業者は、下請事業者が自己の不
公正な行為を公正取引委員会又は中
小企業庁に知らせたことを理由とし
てその下請事業者に対して、取引数量
の削減・取引停止等の不利益な取扱い
をしてはいけません。 

お問合わせ先 

※なお、当センター取引支援課でも相談に応じています。 

産業情報いわて 98 sangyo joho-iwate


